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発行:憲法｢九条の会｣調布のひろば


----------------------------------------------------------


〒182-8511 調布市国領町2-5-15 あくろす２階


 市民活動支援センター内メールボックス６番


電話：042-483-1762　FAX：042-483-1566　大野方


-----------------------------------------------------------


郵便振替00170-6-445473 加入者名大野哲夫





続けて梅林さんは、日本はいま何をすべきか、二つの問題提起をしました。　


一つは日本と南北朝鮮で「東北アジア非核地帯」をつくることであり、もう一つは日本が「専守防衛国家地位」にあることを国連総会に提起し承認させることです。


質疑では、この提起をめぐり、東北アジア非核地帯構想は、全世界の核廃絶をめざす運動の観点から見て停滞ではないか、「専守防衛国家地位」提起は違憲組織の自衛隊の存在を前提にしており、憲法違反かつ後退ではないか、などの疑問が呈されました。


これに対して梅林さんは、地域の非核化を核廃絶（＝世界の非核化）に向けた第一歩と積極的に位置づけ、「専守防衛」についても、「戦争に反対する地球行動」という国際的プログラムでは、各国軍隊を二〇五〇年までに「専守防衛」の軍隊に変えていくことが目標となっており、「専守防衛」は実は世界的に見ると進んだ概念であると述べました。


梅林さんの提起も含め、「憲法９条の理念実現へのプロセス」について、論議を深める必要性を感じました。　（富永信哉・記）








　まず梅林さんは、日本の憲法の状況の背後には、世界的な規模での米軍再編を進めるアメリカの動きがあることを指摘しました。冷戦時代の米軍配置を、テロやゲリラなどに対処するための米軍配置に改めようとするこの再編のポイントは、再編が米軍のみにとどまらず、同盟国にも地域を越えて地球規模に展開することを求め、同盟国の役割を強化する動きをともないます。


在日米軍と自衛隊の再編もこの流れの中でとらえる必要があります。たとえば、府中の航空自衛隊司令部が横田に移転し、在日米空軍司令部との一本化が図られます。横田では弾道ミサイル防衛における常時の協力も実現します。また、相模原のキャンプ座間には、米陸軍の戦闘司令部が移駐し、グローバルに展開する陸軍機動部隊の前進司令部になるとともに、陸上自衛隊の特殊部隊である中央即応部隊が移転し、米軍との結合が図られます。もとより横須賀の第七艦隊と海上自衛隊の一体化は既成事実で、日米司令部の常時緊密な体制が陸海空すべてで実現します。これにより、有事の際の戦術協議にとどまらず、継続的な協議と作戦面の調整が可能となり、世界のどこにおいても米軍と協力できる自衛隊を実現しようとする再編が行われているのです。


梅林さんは、この日米同盟強化の動きの歯止めの役割を果たしているのが、集団的自衛権行使を禁ずる日本国憲法であると憲法を評価します。だからこそ改憲を待てない日米政府は、集団的自衛権の解釈拡大によって、日米同盟強化を図ろうとしているのです。
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　　　 司会は菊野台の


　　　 　大野哲夫さん





　8月18～19日、八王子･大学セミナーハウスで行なった｢憲法ひろば｣名物の夏合宿は27人が参加。初日は、フリーの反戦平和活動家としてＮＧＯピースデポ代表や太平洋軍備撤廃運動国際コーディネーターなどをつとめる梅林宏道さん（右写真）の講演を受けて討論しました。








E-Mail：chofu9jou@yahoo.co.jp


WEBサイトhttp://www.geocities.jp/chofu9jou/index.html
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